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○ 出生後一定期間内に両親ともに育児休業を取得することを促進するため、育児休業給付の給付率
を一定期間に限り、８割程度へと引き上げることとされていることについて、どう考えるか。

○ 具体的な制度設計に当たり、以下の点についてどのように考えるか。
・ 「産後パパ育休」のみならず育児休業も対象とすべきか。
・ 「出生後一定期間内に両親ともに育児休業を取得すること」をどのように要件に反映すべきか。
・ 「一定期間以上の『産後パパ育休』を取得」について、どの程度の期間が妥当か。
・ 一方の親が育児休業を取得することが不可能な場合の扱いについてどうすべきか。

育児休業給付等に関する論点（第183回雇用保険部会にお示しした論点）
（「育児休業給付の給付率の引上げ」関係）

1



＜給付率の引上げの在り方について＞

○ 「男性育休の取得促進」や「育児期を通じた柔軟な働き方」が重要というのであれば、まずは、働き方改革の徹
底による長時間労働の是正や、いまだ根強く残る性別役割分担などの意識改革について、国をあげて強力に推進
することが先決ではないか。

○ 育児休業給付の給付率を一定期間引き上げるという支援策が本当に適切か、男性が育児休業をためらう要因とし
て賃金以外に、職場における制度の有無や雰囲気、業務負荷などに関わる声も多く、様々な視点から検討が必要
ではないか。

○ 男性社員が育休を取得したくても、職場で言い出しづらい、取りづらいという意見がかなり占めている。職場で
一人でも育休取得すれば取得する人が増えていく実態があり、そうした観点から、給付率の引上げは、最初のス
タートとして、男性の育休取得を促進するものとして考えてもいいのではないか。

○ 給付率の引上げは、育児休業中の経済的支援として、男性の育児休業取得率の向上、つまり、共働き・共育ての
推進に一定程度は資するものと推測できる。一方、育児休業給付の支給目的が休業中の生活の安定から子育て支
援・少子化対策へ変容していると受け止めている。基本手当の給付率との均衡に鑑みると、雇用保険制度の枠組
みにおいて、これ以上、育児休業給付の給付率の引上げを行うことについては被保険者の納得も得られないこと
を懸念しており、慎重に検討していくべきではないか。

○ 給付率の引上げは、男性が育児休業を取得しやすくするために有効であることは理解。もっとも、基本手当の給
付率が離職前賃金の50％から80％であるのに対し、育児休業給付の給付率を８割程度とすることは、雇用保険の
最も重要な役割が失業時の保障にあることを考えると、相対的に手厚くしすぎているのではないか。また、給付
率を引き上げる目的に照らすと、引上げ分の財源は労使の保険料ではなく、国庫負担又は支援金によることが妥
当ではないか。

＜給付率の引上げの対象となる育児休業について＞

○ 男性の育児休業促進という趣旨を勘案すると、産後パパ育休のみに限定するべきではないのではないか。

○ 給付率の引上げを産後パパ育休の期間に限定することについては、業務都合等の諸事情があって、育児休業を取
得できない男性が一定数いることを踏まえ、ある程度幅を持たせた制度設計を検討してもいいのではないか。

第183回雇用保険部会での主なご意見（順不同）
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＜要件とする育児休業の期間について＞

○ 「一定期間」については、１ヶ月はパートナーが家事・育児を担当することで、母体に負担がないようにするこ
とが重要であり、少なくとも産後パパ育休の28日間を念頭に置く必要もあるのではないか。

○ 「一定期間」については、男性の育児休業の取得日数は２週間未満が約５割を占めている実態も踏まえながら、
柔軟な設定が考えられるのではないか。

＜一方の親が育児休業を取得することが不可能な場合の扱いについて＞

○ 一方の親が育児休業を取得することが不可能な場合の不公平感についても課題として整理する必要があるのでは
ないか。

○ 一方の親が育児休業を取得することが不可能な場合の取扱いについて、フリーランス、自営業、専業主婦、配偶
者がいない方など様々なケースに配慮しながら制度設計をしていくことも一案ではないか。

＜その他＞

○ こども未来戦略方針の加速化プランに示された具体的な施策は早急に行う必要がある集中的な取組と理解してお
り、既存の仕組みを活用して早急に行うために、多少の不整合はやむを得ないと考えるべきかもしれない。給付
率の引上げは、当座の一時的な施策と捉え、男性の育児休業促進の目標が達成されたら、本来の給付率に戻すこ
とを考えるべきではないか。

○ 引上げ期間はなるべく短くすべきだが、一方で、男性は（28日間の）産後パパ育休を取得すればそれで十分と
のメッセージになることを懸念。給付率の引上げが共働き・共育ての推進とは逆のインセンティブにならないよ
うに、十分に留意する必要があるのではないか。

第183回雇用保険部会での主なご意見（順不同）
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育児休業給付の給付率の引上げに関する検討の方向性（案）

出生後一定期間内に両親ともに育児休業を取得することを促進するため、以下の方向で具体的な制度設計を検討
することとしてはどうか。

【制度概要】
子（養子を含む。）の出生後一定期間内に、被保険者とその配偶者がともに一定期間以上の育児休業を取得した

場合（例えば、男性が一定期間以上の「産後パパ育休」を取得するとともに、女性が産休を取得し、産休後８週間
以内に育児休業を取得した場合）には、28日間（産後パパ育休期間と同じ期間）を限度に、給付率を現行の67％
（手取りで８割相当）から、８割程度（手取りで10割相当）へと引き上げる。

○ 「一定期間以上の育児休業」については、男性の育児休業取得者の約５割が２週間未満の取得に留まっている
実態を踏まえ、14日以上の育児休業を取得することを要件としてはどうか。

○ 本給付は、子の出生後の一定期間内に両親ともに育児休業を取得することを促進するものであることを踏まえ、
育児需要が高い子の出生直後の一定期間以内（具体的には、男性は子の出生後８週間以内、女性は産後休業後８
週間以内）に取得する育児休業を対象としてはどうか。

○ 給付率の引上げの対象となる育児休業については、子の出生直後から育児休業を取得する場合もあることから、
「産後パパ育休」だけでなく育児休業を取得した場合も対象としてはどうか。

○ 被保険者とその配偶者の両方が育児休業を取得することを要件としてはどうか。その場合、配偶者が育児休業
を取得することができない場合は、配偶者の育児休業取得を要件としない取扱いとしてはどうか。
※ 例えば以下の場合が考えられる。

・ 配偶者がいない場合

・ 配偶者が子との法律上の親子関係がない場合 （例）再婚後、配偶者が対象の子と養子縁組をしていない場合など

・ 配偶者が就業していない場合

・ 配偶者が雇用労働者以外の働き方で就業している場合 （例） 自営、フリーランス、労働者性のない役員の場合など

○ また、「共働き・共育て」を推進する観点からは、配偶者が産後休業を取得している場合には、配偶者の育児
休業取得を要件としない取扱いとすることとしてはどうか。

検討の方向性（案）
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○ 柔軟な働き方として、男女ともに、一定時間以上の短時間勤務を選択したことに伴う賃金の低下
を補い、時短勤務の活用を促すための給付（「育児時短就業給付（仮称）」）を創設することとさ
れていることについてどう考えるか。

○ 具体的な制度設計に当たり、以下の点についてどう考えるか。
・ 「時短勤務を選択したことに伴う賃金の低下を補い、時短勤務の活用を促す」、「男女ともに、
時短勤務を活用した育児とキャリア形成の両立を支援するとの考え方」、「女性のみが時短勤務を
選択することで男女間のキャリア形成に差が生じることにならないよう、留意」といった点を踏ま
え、どのような給付設計・給付水準とすべきか。

・ その際、雇用保険制度の趣旨・目的に照らして、どのように考えるべきか。

育児休業給付等に関する論点（第183回雇用保険部会にお示しした論点）
（育児時短就業給付（仮称）の創設関係）
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＜給付創設の必要性について＞

○ 職場には様々な理由で多様な働き方を選択する労働者がいることを踏まえると、今回の施策はともすれば、制度
間の整合性を欠き、労働者の分断にも繋がりかねないと懸念。政府として、女性活躍を謳っている中で、女性が働
くこと、キャリア形成をすることに本当に有効なのか。また、それを職場・社会で支える気運を醸成していく視点
で効果的なのか、といった点を認識し、丁寧に検討していく必要があるのではないか。

○ 仕事と育児の両立には、周囲の理解が不可欠であり、本給付の創設が、社会で支え合いながら育児を推進するこ
とに繋がるのか。また、時短勤務者は圧倒的に女性が多い中で、女性のキャリア形成にどの程度プラスの影響をも
たらすのか、場合によってはマイナスに働く可能性もあるのではないか。

○ 時短勤務への収入が補填されることによって、育児休業からの早期職場復帰に効果があるのであれば、導入につ
いての一定の意義はある。ただし、時短勤務の固定化や早期のフルタイム勤務への復帰を希望する労働者との公平
性、深刻な人手不足に悩む中小企業への影響なども同時に考慮する必要があるのではないか。

○ 育児時短就業給付の創設について、共働き・共育ての推進という観点からは、選択肢は多い方が望ましい。また、
時短就業によって早期の職場復帰を促すということは、雇用保険料を納める被保険者の増加につながり、制度の安
定に寄与することが期待できるのではないか。

○ 時短勤務が女性に偏っているという理由に、賃金減少がある。本給付により、男性が時短勤務を選択しやすくな
るとともに、女性は休業期間が短くなる、職場復帰しやすくなる効果も期待できるのではないか。

○ 労働者が休業や離職ではなく、働くことを選択しやすくするという点に注目することによって、雇用保険の趣
旨・目的に沿うようにも考える。時短就業給付は、就業しやすくする、就業継続を容易にすることで、男女問わず
キャリアの妨げになりにくくなるのではないか。

○ 育児促進のために収入の補填をするのは、労働者の雇用と生活の安定を守る雇用保険の目的から逸脱しているこ
とから慎重に検討する必要があるが、例えば育児時短就業給付のおかげで仕事を辞めずに済んだ結果、就業の継続
が保たれるのであれば、雇用保険で給付することに正当性はあるのではないか。

○ 給付の創設について議論するに際して、まずは短時間勤務制度が機能しているかどうか検証していく必要がある。
利用すれば仕事を続けられたと思う支援・サービスに関して、短時間勤務制度の回答割合が高いが、その理由をも
う少し明確にした上で、育児時短就業給付の創設について考えていくべきではないか。

第183回雇用保険部会での主なご意見（順不同）
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＜具体的な設計（給付水準、給付期間）について＞

○ 仕事と育児の両立に当たっては、周囲の理解が不可欠であり、時短勤務者は女性が多いなかで、短時間勤務制度
に限らず、フレックスタイム制度、休暇休業制度など多様な支援を行うことが求められているため、雇用保険を財
源として対策を講ずるのであれば、個人の多様な選択を支援すべきではないか。

○ 時短勤務を選択する社員が増えると、要員の補充が大変であり、時短勤務が広がっていくと現場に負荷がかかる
ため、職場から不満の声が出ることを懸念。補充要員に回る社員からの不満による職場の分断などにより、逆に社
員が職場復帰しづらくなったり、時短勤務が選択しづらくなる可能性もあるため、制度設計は相当慎重に考えてい
く必要があるのではないか。

○ 育児休業で長期間仕事を離れるとキャリア形成にマイナスの影響を及ぼす側面があるため、キャリアの空白期間
を短くするという観点から、職場復帰の早期化につながることが期待できるのであれば、導入ということが考えら
れるのではないか。一方で、時短勤務は長期化しやすく、給付によってそれが助長されるのではないかという懸念
に対しては、給付額・給付期間に一定の制限をし、例えば２歳までとするなど、安易に時短を選択しない仕組みを
検討する必要があるのではないか。

○ 制度設計に当たっては、育児休業者や時短就業者のいる職場を支えている他の労働者への支援とのバランスも踏
まえることが重要ではないか。

○ 雇用の維持・安定よりも、収入の補填を目的として制度設計をするのであれば、財源について、一般会計の繰入
など既存の雇用保険とは別の枠組みによることも検討すべきではないか。

＜その他＞

○ 収入を補填すること以上に、保育の量・質の充実など仕事と育児の両立しやすい環境整備の方が重要ではないか。

○ 時短勤務は多様な働き方の選択肢のひとつであり、他の支援とセットで政策を打ち出すことで、男女ともに育児
との両立を支援する制度にすることができるのではないか。また、早期職場復帰支援の観点からは、保育所の引き
続きの拡充を並行して進めていくことが必要ではないか。

第183回雇用保険部会での主なご意見（順不同）
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育児時短就業給付（仮称）の創設に関する検討の方向性（案）

柔軟な働き方として、男女ともに、時短勤務を選択し、所定労働時間（又は日数）が減少することに伴う賃金の

低下を補い、育児・家事を分担できるようにする観点から、以下の方向で具体的な制度設計を検討することとして

はどうか。

【制度概要】

被保険者が、２歳未満の子を養育するために、時短勤務をしている場合に、賃金の低下を補い、時短勤務の活用

を促すための給付を支給する。

○ 被保険者の要件は、現行の育児休業給付と同様（開始日前２年間にみなし被保険者期間が12ヶ月以上あるこ

と）としてはどうか。

○ 柔軟な働き方を支える観点から、給付対象となる時短勤務の労働時間（又は日数）について、制限を設けない

こととしてはどうか。

○ 男女ともに時短勤務を活用した育児とキャリア形成の両立を支援し、休業よりも時短勤務を、時短勤務よりも

従前の所定労働時間での勤務することを推進する観点から、就業促進的な給付設計とし、時短勤務中の各月に支

払われた賃金額の一定割合を支給することとしてはどうか。

○ 給付水準を設定するに当たっては、以下の点を考慮することとしてはどうか。

・ 職場を支えている他の労働者の理解を得ながら、希望する者が気兼ねなく時短勤務を取得できるようにする

こと。

・ 他の給付（高年齢雇用継続給付）と同様に、給付額と賃金額の合計が時短勤務前の賃金を超えないようにす

ること。

検討の方向性（案）
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